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令和５年横審第５号 

裁    決 

貨物船Ａ・漁船Ｂ漁船Ｃ漁具衝突事件 

 

  受  審  人  ａ１  

    職  名 Ａ船長 

    海技免許 四級海技士（航海） 

  受  審  人  ａ２ 

    職  名 Ａ一等航海士 

    海技免許 六級海技士（航海）（履歴限定） 

  補  佐  人  １人 

  受  審  人  ｂ  

    職  名 Ｂ船長 

    操縦免許 小型船舶操縦士 

  補  佐  人  １人 

  受  審  人  ｃ  

    職  名 Ｃ船長 

    操縦免許 小型船舶操縦士 

  補  佐  人  １人 

 

 本件について、当海難審判所は、理事官松崎範行出席のうえ審理し、

次のとおり裁決する。 

 

主    文 

 

 受審人ａ２の六級海技士（航海）の業務を１か月停止する。 



 - 2 -

 受審人ｂを戒告する。 

 受審人ｃを戒告する。 

 受審人ａ１を懲戒しない。 

 

理    由 

 （海難の事実） 

１ 事件発生の年月日時刻及び場所 

 令和４年９月１６日０１時０９分僅か過ぎ 

 京浜港横浜第５区南東方沖合 

２ 船舶の要目 

  船 種 船 名 貨物船Ａ 

  総 ト ン 数 １５５トン 

  全     長 ４９.９７メートル 

  機 関 の 種 類 ディーゼル機関 

   出    力 ７３５キロワット 

  船 種 船 名 漁船Ｂ        漁船Ｃ 

  総 ト ン 数 １９トン       ７.３トン 

  登 録 長 １７.７５メートル   １２.９０メートル 

  機 関 の 種 類 ディーゼル機関    ディーゼル機関  

   漁船法馬力数 １９０        ４２３キロワット 

３ 事実の経過 

 (1) 設備等 

  ア Ａ 

 Ａは、平成８年３月に進水した船尾船橋型の鋼製貨物船で、

操舵室前部中央に舵輪、その左舷側にＧＰＳプロッター及びレ

ーダー２台、舵輪右舷側に機関コンソールをそれぞれ装備し、



 - 3 -

京浜港東京区と伊豆諸島各港間の定期航路に従事していた。 

 また、Ａの運航を管理するＡ社の定めた安全管理規程添付の

運航基準図には、辰巳ふ頭を出入する際に東京西航路を航行す

る旨が記載されていた。 

  イ Ｂ及びＣ 

Ｂ及びＣは、ともに船体中央やや船首寄りに操舵室を配し、

中型まき網漁業に網船及び探索船としてそれぞれ従事するＦＲ

Ｐ製漁船で、ほか３隻の僚船とともに船団（以下「Ａ船団」と

いう。）を構成していた。 

また、Ａ船団の行うまき網漁業は、魚群探索を行う探索船が

魚群を発見すると、Ｂが、船尾から長さ約４５０メートルの漁

網を投じ、時計回りに航行しながら魚群を囲い込み、漁網の下

部を絞り込んで運搬船とともに漁網を挟むようにして揚網を行

い、その間に漁網の形状並びにＢ及び運搬船の態勢を保つため、

Ｂの左舷側につないだ直径約２０ミリメートルの二股になった

ワイヤロープを介し、Ｃの船尾から延出した直径３６ミリメー

トル長さ約１２０メートルの合成繊維製索（以下「裏こぎ索」

という。）で、その張り具合などを調整しながら引くこと（以

下「裏こぎ」という。）を行っており、運搬船をもう１隻の探

索船で同様に裏こぎを行い、揚網中はＡ船団各船の操縦性能が

制限されていて、１回の操業に１時間ないし２時間を要し、た

い及びいなだなどを漁獲するものであった。 

(2) 本件発生に至る経緯 

Ａは、ａ１受審人及びａ２受審人ほか４人が乗り組み、コンテナ

２０個及び資材等約２２トンを載せ、船首２.５メートル船尾３.０

メートルの喫水をもって、令和４年９月１５日２３時２０分京浜港
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東京第３区の辰巳ふ頭を発し、東京都元町港に向かった。 

 ａ１受審人は、離岸操船を行ったのち、航程を短縮するため、京

浜港東京第３区を南下して東京東航路に入航し、２３時３５分東京

木材投下泊地防波堤西灯台から１３９度（真方位、以下同じ。） 

１,１５０メートルの地点で、同航路を航行中であったが、自ら操

船の指揮を執らず、出航配置が解けて昇橋したａ２受審人に船橋当

直を委ねて降橋し、自室で休息をとった。 

 ａ２受審人は、単独の船橋当直に就き、航行中の動力船の法定灯

火を表示して東京湾を南下し、２台のレーダーのうち１台をノース

アップ表示で３海里レンジ、もう１台をエコートレイル機能を作動

させたコースアップ表示の２海里レンジで前方３海里まで表示する

オフセンターにそれぞれ設定して作動させ、翌１６日００時５０分

僅か前横浜金沢木材ふとう東防波堤灯台（以下「木材東灯台」とい

う。）から０５９度３.７海里の地点で、針路を２０５度に定めて

自動操舵とし、１１.３ノットの速力（対地速力、以下同じ。）で

進行した。 

 ａ２受審人は、００時５４分僅か過ぎ木材東灯台から０６７度 

３.０海里の地点に至り、左舷前方２.７海里のところにＢ及び運搬

船の作業灯を目視で初めて認め、レーダー画面を一べつして１隻の

同航船であると考え、Ｃの存在を見落としたまま、その同航船を右

舷側に見て追い越すこととし、００時５９分僅か過ぎ木材東灯台か

ら０８４度２.５海里の地点に至り、針路を浦賀水道航路北口に向

く１７８度に転じた。 

 ０１時０５分半僅か過ぎａ２受審人は、木材東灯台から１１１度

２.６海里の地点に達したとき、Ａ船団が正船首１,２１０メートル

のところとなり、Ａ船団の各船がトロール従事船以外の漁ろうに従
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事している船舶を示す紅、白２灯及びきんちゃく網を用いて漁ろう

に従事している船舶を示す交互に点滅する黄色の全周灯２個をそれ

ぞれ表示していることから、船団として漁ろうに従事していること

が分かる状態で、その後Ａ船団に向首して衝突のおそれがある態勢

で接近する状況であったが、依然として自船が同航船を追い越す状

況にあると思い、双眼鏡を用いて確認するなど、Ａ船団に対する動

静監視を十分に行わなかったので、この状況に気付かなかった。 

 こうして、ａ２受審人は、操業中のＡ船団であることに気付かな

いまま続航し、０１時０８分半少し前１隻の同航船であると思って

いた船舶が、Ｂ及び運搬船であること並びにＣの存在に気付き、機

関を中立運転として手動操舵に切り替え、ＢとＣの間を航過しよう

と適宜舵を使用したものの、及ばず、０１時０９分僅か過ぎ木材東

灯台から１２３度２.９海里の地点において、Ａは、船首が１６８

度を向き、１０.４ノットの速力となったとき、その船首が裏こぎ

索に衝突した。 

 当時、天候は晴れで風力２の北風が吹き、潮候は下げ潮の末期に

あたり、視界は良好であった。 

 ａ１受審人は、船体に振動を感じ、昇橋して衝突の事実を知り、

事後の措置にあたった。 

 また、Ｂは、ｂ受審人ほか９人が乗り組み、船首１.０メートル

船尾１.８メートルの喫水をもって、同月１５日２１時３０分千葉

県萩生漁港を発し、京浜港横浜第５区南東方沖合の漁場に向かった。 

 そして、Ｃは、ｃ受審人が１人で乗り組み、船首０.８メートル

船尾１.０メートルの喫水をもって、２１時３０分萩生漁港を発し、

前示の漁場に向かった。 

 ｂ受審人は、２３時３０分頃前示の漁場に到着し、２３時４５分
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船団として操業を開始した。 

ｂ受審人は、翌１６日００時００分木材東灯台から１２３度  

２.９海里の地点で、トロール従事船以外の漁ろうに従事している

船舶の法定灯火及びきんちゃく網を用いて漁ろうに従事している船

舶を示す交互に点滅する黄色の全周灯２個を表示したほかに作業灯

を点灯して機関を中立運転とし、船首が南西方を向いた状態で、Ｃ

にＢの裏こぎを行わせて揚網を行った。 

 このとき、ｃ受審人は、操舵室で操縦にあたり、木材東灯台から

１２４度３.０海里の地点で、ＧＰＳプロッターを作動させ、トロ

ール従事船以外の漁ろうに従事している船舶の法定灯火及びきんち

ゃく網を用いて漁ろうに従事している船舶を示す交互に点滅する黄

色の全周灯２個を表示し、船尾のやぐら上から白色灯で裏こぎ索を

照らした状態で、船首を南東方に向け、機関を適宜使用して裏こぎ

索の状態の調整を行った。 

ｃ受審人は、００時５９分僅か過ぎ同じ地点で、船首が同じ方向

を向いていたとき、左舷船尾４２度１.９海里のところにＡの白、

白、紅３灯を目視で初めて認め、距離があるので接近するまでに時

間がかかると考え、同船から目を離して裏こぎを継続した。 

 ｂ受審人は、運搬船に漁獲物の積込みを開始し、０１時０５分半

僅か過ぎ木材東灯台から１２３度２.９海里の地点で、船首が  

２２５度を向いていたとき、右舷船尾４７度１,２１０メートルの

ところにＡの白、白、緑３灯を視認することができ、その後同船が

Ａ船団に向首して衝突のおそれがある態勢で接近する状況であった

が、Ａ船団各船の様子を見れば操業中であることが分かるはずであ

り、過去に操業中に接近する船舶がＡ船団を避けていたことから、

接近する他船があってもＡ船団を避けるものと思い、見張りを十分
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に行っていなかったので、このことに気付かなかった。 

 一方、ｃ受審人は、木材東灯台から１２４度３.０海里の地点で、

船首が１３５度を向いていたとき、Ａが左舷船尾４３度１,２１０

メートルのところとなり、その後同船がＡ船団に向首して衝突のお

それがある態勢で接近する状況であったが、Ａ船団各船が法定灯火

及び作業灯を表示していて操業中であることが分かるはずなので、

ＡがいずれＡ船団を避けるものと思い、この状況に気付かず、ｂ受

審人に対し、Ａの接近を報告しなかった。 

 こうして、ｂ受審人は、警告信号を行わないまま漁獲物の積込み

を、ｃ受審人は裏こぎをそれぞれ続け、０１時０８分ｂ受審人が左

舷船尾至近に迫ったＡに気付き、Ｃに対して後進するように無線連

絡をし、ｃ受審人が機関を後進にかけたものの、効なく、Ｂ及びＣ

は、船首がそれぞれ同じ方向を向いたまま、ともに行きあしがない

とき、前示のとおり衝突した。 

 衝突の結果、Ａは船首外板に擦過傷を、Ｂは船首フェアリーダー

の曲損等をそれぞれ生じ、Ｃは裏こぎ索に横引きされた状態となっ

て右舷側に転覆し、のちに廃船処理された。 

 

 （航法の適用） 

 本件は、夜間、京浜港横浜第５区南東方沖合において、ともに法定灯

火を表示した、航行中のＡと漁ろうに従事しているＡ船団の漁具とが衝

突したもので、付近海域は海上交通安全法の適用区域であるが、同法に

は本件に適用される航法規定がなく、一般法である海上衝突予防法が適

用されることとなる。 

 Ａが衝突したのはＡ船団の裏こぎ索であるものの、漁船と他の漁船と

の間につながれた漁具とは一体のものと認められることから、航行中の
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動力船と漁ろうに従事している船舶との関係になるので、本件は、海上

衝突予防法第１８条を適用して各種船舶間の航法によって律するのが相

当である。 

 

 （原因の考察） 

 船員法第１０条（甲板上の指揮）に「船長は、船舶が港を出入すると

き、船舶が狭い水路を通過するときその他船舶に危険の虞があるときは、

甲板にあつて自ら船舶を指揮しなければならない。」と定められており、

当時、ａ１受審人は、安全管理規程添付の運航基準図に記載された東京

西航路を通航せず、狭い水道に該当する東京東航路に入航し、ａ２受審

人を単独の船橋当直に就け、自ら操船の指揮を執っていなかったことは、

本件発生に至る過程で関与した事実であるが、本件発生地点が浦賀水道

航路北口の北方沖合であり、狭い水路を航行中に発生したものではなく、

ａ１受審人の行為と本件漁具衝突に相当な因果関係があったとは認めら

れない。 

 したがって、ａ１受審人が、安全管理規程を遵守せずに東京東航路を

通航したこと及び同航路通航時において自ら操船指揮を執らなかったこ

とは、本件発生の原因とならないが、海難防止の観点から是正されるべ

き事項である。 

 

 （原因及び受審人の行為） 

 本件漁具衝突は、夜間、京浜港横浜第５区南東方沖合において、航行

中のＡが、動静監視不十分で、漁ろうに従事しているＡ船団を避けなか

ったことによって発生したが、Ａ船団が、見張り不十分で、警告信号を

行わなかったことも一因をなすものである。 

 Ａ船団としての見張りが十分でなかったのは、Ｂの船長が、見張りを
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十分に行わなかったことと、Ｃの船長が、網船の船長に対し、他船の接

近を報告しなかったこととによるものである。 

 ａ２受審人は、夜間、京浜港横浜第５区南東方沖合において、南下中、

船舶の作業灯を認めた場合、漁ろうに従事している船舶及びその漁具を

見落とすことのないよう、双眼鏡を用いて確認するなど、Ａ船団に対す

る動静監視を十分に行うべき注意義務があった。ところが、同人は、自

船が同航船を追い越す状況にあると思い、見張りを十分に行わなかった

職務上の過失により、Ａ船団に向首して衝突のおそれがある態勢で接近

する状況に気付かず、Ａ船団を避けることなく進行して漁具との衝突を

招き、Ａ、Ｂ及びＣにそれぞれ損傷を生じさせるに至った。 

 以上のａ２受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第２号を適用して同人の六級海技士（航海）の業務を

１か月停止する。 

 ｂ受審人は、夜間、京浜港横浜第５区南東方沖合において、漁ろうに

従事する場合、接近する他船を見落とすことのないよう、見張りを十分

に行うべき注意義務があった。ところが、同人は、Ａ船団各船の様子を

見れば操業中であることが分かるはずであり、過去に操業中に接近する

船舶がＡ船団を避けていたことから、接近する他船があってもＡ船団を

避けるものと思い、見張りを十分に行わなかった職務上の過失により、

Ａ船団と衝突のおそれがある態勢で接近するＡに気付かず、警告信号を

行わないまま揚網を続けて同船と漁具との衝突を招き、Ａ、Ｂ及びＣに

それぞれ損傷を生じさせるに至った。 

 以上のｂ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第３号を適用して、同人を戒告する。 

 ｃ受審人は、夜間、京浜港横浜第５区南東方沖合において、漁ろうに

従事中、接近するＡを認めた場合、ｂ受審人に対して同船の接近を報告
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すべき注意義務があった。ところが、同人は、Ａ船団各船が法定灯火及

び作業灯を表示していて操業中であることが分かるはずなので、Ａがい

ずれＡ船団を避けるものと思い、ｂ受審人に対して同船の接近を報告し

なかった職務上の過失により、ｂ受審人がＡ船団と衝突のおそれがある

態勢で接近するＡに気付けず、警告信号を行えないまま裏こぎを続けて

同船と漁具との衝突を招き、Ａ、Ｂ及びＣにそれぞれ損傷を生じさせる

に至った。 

 以上のｃ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第３号を適用して、同人を戒告する。 

 ａ１受審人の行為は、本件発生の原因とならない。 

 

 よって主文のとおり裁決する。 

 

   令和５年９月６日 

     横浜地方海難審判所 

          審 判 官  米  倉     毅 

 


